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貸借対照表
（2026年3月31日現在）

（単位：百万円）

科　　目

43,525 21,172

現 金 及 び 預 金 15,193 買 掛 金 6,520

受 取 手 形 508 短 期 借 入 金 6,000

売 掛 金 13,991 未 払 金 931

商 品 3,573 未 払 法 人 税 等 704

未 着 品 359 未 払 事 業 税 149

未 成 工 事 支 出 金 6,435 未 払 事 業 所 税 10

貯 蔵 品 4 未 払 費 用 72

前 払 費 用 1,587 リ ー ス 債 務 188

未 収 入 金 458 前 受 金 5,845

リ ー ス 投 資 資 産 550 賞 与 引 当 金 373

未 収 消 費 税 等 206 役 員 賞 与 引 当 金 16

為 替 予 約 資 産 651 仕入割戻返還損失引当金 345

そ の 他 流 動 資 産 4 受 注 損 失 引 当 金 5

そ の 他 9

　固　定　負　債 414

リ ー ス 債 務 414

　固　定　資　産 271 負 債 合 計 21,586

有　形　固　定　資　産 40

建 物 附 属 設 備 0 　株　主　資　本 21,764

工 具 器 具 備 品 40 資 本 金 400

リ ー ス 資 産 0

資 本 剰 余 金 400

無　形　固　定　資　産 63 資 本 準 備 金 400

ソ フ ト ウ エ ア 63 利 益 剰 余 金 20,964

商 標 権 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 20,964

繰 越 利 益 剰 余 金 20,964

投 資 そ の 他 の 資 産 167

繰 延 税 金 資 産 165 評 価 ・ 換 算 差 額 等 446

そ の 他 2 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 446

純 資 産 合 計 22,210

資 産 合 計 43,797 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,797

（ 純 資 産 の 部 ）

科　　目 金　額 金　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

　流　動　資　産 　流　動　負　債
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損益計算書
自　2025年4月 1日

至　2026年3月31日

（単位：百万円）

金　　額

52,405

43,442

8,963

4,200

4,762

66

0 66

5

1 6

4,823

246 246

4,576

1,494

△ 132 1,362

3,214

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税

雑 損 失

科　　目

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

為 替 差 益
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個 別 注 記 表 
 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 棚卸資産 

① 商品  移動平均法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

② 未成工事支出金 個別法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) デリバティブ 時価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品               5～15年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用のソフトウエア 5年 

 

(3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産   
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。  
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産   
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 

３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金  

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

(2) 役員賞与引当金  

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

(3) 仕入割戻返還損失引当金  

仕入先からの追加請求に備え、追加原価を合理的に見積り、損失見込額を計上しております。 
 

(4) 受注損失引当金  

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約のうち、将来の損失

発生が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積もることが可能なものについては、翌事業年

度以降の損失見込額を計上しております。 

 

 
 
 
 

 



 - 4 -

４．重要な収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月 31日）及び「収益認識に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021 年３月 26日）を適用しており、約束した財又はサ

ービスの支配が顧客に移転した時点、もしくは、移転するにつれて当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。 

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、以下の通

りです。 

 

(ⅰ)機器商品群 

機器商品群では、ICTシステムを構成するネットワークやプラットフォームなどの仕入製品の顧客への

販売を行っております。顧客への製品の納品を履行義務としており、顧客検収時点において、履行義

務が充足されると判断し、当時点において収益を認識しております。 

 

（ⅱ）サービス商品群 

サービス商品群では、主に機器商品群にて取り扱う機器を組み合わせたシステムに係るサポート業務

や設計・構築業務等を提供しております。システム設計・構築については、設計、性能検証、設定サー

ビスの提供が完了し顧客から検収を受けた時点において、履行義務が充足されると判断し、当時点に

おいて収益を認識しております。システム保守・運用、クラウドサービスについては、サービスの内容が

日常的又は反復的であり、一定期間にわたり充足される履行義務として収益を認識しております。 

 

履行義務を充足した後の通常の支払期限は、契約ごとに定める支払条件により支払を受けております。ま

た顧客等に応じて、契約条件に従って履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、

前受金を計上しております。 

 

取引価格の算定において、変動対価、現金以外の対価、重要な金融要素につきましては、該当はあり

ません。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 

(2) ヘッジ会計 

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約のうち、振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：為替予約 

 ヘッジ対象：外貨建予定取引  

 

③ ヘッジ方針 取引限度額及び取引権限を定めた社内管理規程に従い、将来購

入する業務用資産に係わる外貨建債務の為替変動リスクをヘッジし

ております。 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 為替予約については、外貨建債務決済時にヘッジ手段のカバー率

を算定し、四半期単位にてヘッジの有効性を検証しております。 
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Ⅱ．会計上の見積りに関する注記 

１．繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 165百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っ

ております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性が

あり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類

において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

２．商品の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

商品  3,573 百万円 

売上原価のうち、棚卸資産評価損 -百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①金額の算出方法 

当社は、棚卸資産について収益性の低下により正味売却価格が取得価格より下落している場合には、

取得価格を正味売却価格まで引き下げ、取得価格との差額を棚卸資産評価損として売上原価に計上

しております。 

②主要な仮定 

販売計画の立案における主要な仮定は、将来販売数量及び将来販売単価の予測であります。 

③翌事業年度の計算書類に与える影響 

将来販売数量及び将来販売単価の予測は、見積の不確実性が高く、販売計画は市場動向による不確

実性を伴うため、事業環境の変化などにより実績が見積と異なった場合、棚卸資産の評価に重要な影

響を与える可能性があります。 

 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産 

減価償却累計額 208百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 2,510 百万円 

短期金銭債務 7,199 百万円 

 

 

Ⅳ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引高 

仕入高 1,029 百万円 

業務委託費用 586百万円 

業務受託収入 1,800 百万円 

 

営業取引以外の取引高 

支払利息 -百万円 
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2．その他の特別損失 

  当事業年度において、基幹システム開発に伴う除却損として、特別損失を 246百万円計上しております。 

 

 

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式 8,000 株 

 

 

Ⅵ．税効果会計に関する注記 
 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

  

繰延税金資産 
  

未払事業税 47 百万円 

未払費用 5 
 

棚卸資産評価損 2 
 

仕入割戻返還損失引当金 108 
 

受注損失引当金 1 
 

賞与引当金 134 
 

仕入割戻繰延 46 
 

繰延ヘッジ損益 △205 
 

その他 23 
 

繰延税金資産小計 165 
 

繰延税金資産合計 165 
 

繰延税金資産純額 165 
 

 

 

Ⅶ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項   

(1) 金融商品に対する取組方針 

デリバティブは、外貨建の営業債権債務に係る為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な

取引は行わない方針であります。 

 

(2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金、リース投資資産は、顧客の信用リスクにさらされております。

当該リスクに関しては、社内管理規程に従い、取引先からの回収状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。 

営業債務である買掛金の支払期日は、１年以内であります。短期借入金は、短期的な運転資金に

充当するものであります。買掛金及び短期借入金は、流動性リスクにさらされておりますが、適時、資金

計画を作成するなどの方法により管理しております。また、買掛金には外貨建のものがあり、為替の変

動リスクにさらされておりますが、為替予約を利用して当該リスクをヘッジしております。 
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デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

た為替予約取引であります。また、デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引

限度額及び取引権限を定めた社内管理規程に従って、取引の実行及び管理を行っております。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、

前述の「Ⅰ.重要な事項に関する注記」に記載されている「5. その他計算書類の作成のための基本とな

る重要な事項 （2）ヘッジ会計」をご覧ください。 

 

（3）金融商品の時価等に関する事項 

2026年 3月 31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりです。なお、現金及び預金、受取手形、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び未

払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。

また、時価を把握することが極めて困難と認められる対象はありません。 

 

（＊1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、( )で示しております。 

（＊2）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

 

（注）1.時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定 

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る 

インプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優

先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1)リース債権及びリース投資資産 

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し 

ており、レベル２の時価に分類しております。 

(2)リース債務 

リース債務（流動負債）とリース債務（固定負債）の合計額で表示しております。なお、これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取

引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

(3)デリバティブ取引 

①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。 

②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本 

相当額は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

      （百万円） 
 貸借対照表計上額 時価 差額 

リース投資資産           550           526        △23 

リース債務 (602)   (575)          26 

デリバティブ取引 651 651          - 
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            （単位：百万円） 

ヘッジ会計の 

方針 
取引の種類 主なヘッジ対象 

当事業年度(2026 年 3月 31 日） 

契約額等 
契約額等の 

うち 1年超 
時価 

当該時価の 

算定方法 

原則的 

処理方法 

為替予約取引         

取引先金融機関等から提示さ

れた価格等に基づき算定して

おり、レベル２の時価に分類し

ております。 

売建         

米ドル 売掛金 429 - △0 

買建        

米ドル 買掛金 17,721 - 652 

為替予約の 

振当処理 

為替予約取引        

  

売建        

米ドル 売掛金 418 - （※） 

買建        

米ドル 買掛金 4,991 - （※） 

合計 23,560   651   

 (※)為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金及び 

   買掛金の時価に含めて記載しております。 

 

 （注）2.金融債権の決算日後の償還予定額 

 

注）3.リース債務の決算日後の返済予定額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （百万円） 
 1 年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 

リース投資資産          173           358          17 

合計 173 358         17 

      （百万円） 
 1 年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 

リース債務           188           394          19 

合計 188 394         19 
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記 

（1）法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者との関係 
取引内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 
ネットワンシステムズ 

株式会社 

被所有 

直接 100％ 
1 名 

仕入販売 

資金の借入 

委託及び受託 

製品販売 13,968 売掛金 2,109 

製品仕入 1,029 買掛金 385 

借入 6,000 借入金 6,000 

返済 - - - 

支払利息 - - - 

業務受託 1,800 未収入金 401 

業務委託 586 未払金 814 

被保証債務 2,744 - - 
（注）上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件および取引条件の決定方針等 

1．仕入販売については、市場価格、当社の原価等を勘案して取引条件を決定しております。 

2．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

3．委託及び受託については、業務の内容を勘案して決定しております。 

4. 買掛金決済の債務保証を受けております。なお、これに伴う保証料は支払っておりません。 

 

 

Ⅸ．1株当たり情報に関する注記 

1株当たり当期純利益 401,772円 00銭 

1 株当たり純資産額 2,776,332円 53銭 

 

 

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
 

 

Ⅺ．その他の注記 

当社はSCSK株式会社と2026 年 1月 30日締結の吸収分割契約に基づき、分割承継会社として4
月 1日付けでSCSK株式会社が管轄するパートナービジネス部門における資産、負債、契約その他権
利義務等をSCSK株式会社より承継いたします。 
引き受けに際し、その対価として新たに普通株式216株を発行しその全てをSCSK株式会社へ割当
しております。当該吸収分割により、承継する資産、負債の金額はそれぞれ3,373百万円、2,949百
万円であります。これに伴い、その他資本剰余金が423百万円増加いたします。 
 

（注）記載金額は、百万円単位未満を切り捨てて表示しております。 

 


